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1 専門委員会設置の経緯と目的 
公共事業においては、国土交通省により平成 8 年に策定された建設ＣＡＬＳ整備基本構

想を契機とし、調査・設計業務及び工事における電子納品制度の導入が推進されてきてい

る。 
電子納品制度を導入している事業体の多くは、国土交通省が定めた「電子納品要領（案）」

などの要領やガイドラインに準拠し運用している。しかし、ＣＡＤによる図面作成につい

て定めた「ＣＡＤ製図基準（案）」については、水道事業体が発注する浄水場や管路等の水

道施設に関する仕様が定められていない。 
今後も多くの水道事業体において、電子納品制度の導入が進むものと思われるが、各発

注者が個別にＣＡＤ製図基準を定めた場合、受注者に対して過度な負担となることや、図

面作成上混乱をきたすことが考えられる。また、日本水道協会第 79 回総会において、「上

水道施設に係るＣＡＤ製図基準（案）の策定要望」が会員より提出された。 
このようなことから、工務常設調査委員会に「上水道施設に係るＣＡＤ製図基準（案）

検討専門委員会」を設置し、共通基準の策定に向けて検討を行ったものである。 
 
 

2 検討内容 

本委員会では、次の２点について検討した。 
(1) ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案） 

本委員会では、現在最も利用が進んでおり基準策定の要請の高い設計図及び工事完成図

作成に対応した「上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）」及びこれを運用するための「上

水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）運用ガイドライン（案）」について検討した。 

(2) ＣＡＤシステム及び電子納品制度の導入状況と課題 

上記（１）の検討と並行して、水道事業体のＣＡＤシステム及び電子納品制度の導入状況

と今後の課題を把握するため、全国の水道事業体にアンケート調査を行い、結果を分析し、

今後水道事業において電子情報をより有効に活用していくための対応策を整理した。 

 

上記検討結果及び調査結果は、次の成果物として報告する。 
「ＣＡＤシステム及び電子納品制度の導入状況と課題」（本書 3.2 節） 
「上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）」（別冊） 
「上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）運用ガイドライン（案）」（別冊） 
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3 検討結果 

3.1 ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）の策定 

本節では、別冊としてとりまとめた「上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）」及び「上

水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）運用ガイドライン（案）」の概要について報告する。 

 
3.1.1 ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）の策定方針 

 本委員会では、平成 23 年 9 月 14 日の第一回委員会を皮切りに、3 回の委員会及び意見

交換を経て、「上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）」（以下「ＣＡＤ製図基準（案）と

いう。）及び主にＣＡＤデータ取り扱い上の留意点をまとめた「上水道施設に係わるＣＡＤ

製図基準（案）運用ガイドライン（案）」（以下「運用ガイドライン（案）」という。）を策

定した。 
 委員会で設定したＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）策定方針は次のと

おりである。 
 
ＣＡＤ製図基準（案）策定方針 

①国土交通省の電子納品要領やマッピングシステムとの連携を重視する。 
②ＣＡＤデータファイルのファイル形式については、各事業体で既に利用している

ＣＡＤファイル形式を利用しつつ、共通ファイル形式（SXF）の普及につとめる方

針で記述する。また、共通ファイル形式（SXF）の種類については、P21※を前提に

記述するが、各事業体の状況により SFCも用いることができるような記述とする。 

③図面の表記（シンボル、管径による線種区分等）については、災害時対応等を考

慮すると、ある程度の統一が必要との意見がある。各事業体の歴史もあり、今す

ぐには困難であるが、図面表記の統一に向けて今後検討していくことが望ましい。 
④各事業体がＣＡＤ製図基準を作成する際の参考として用いることを想定して策定

する。 
 
運用ガイドライン（案）策定方針 

①エラーチェックの実施と国土交通省の電子納品チェック支援ソフトを利用する際

のエラーへの対応についても記載する。 
②各事業体がＣＡＤ製図基準運用ガイドライン等を作成する際の参考として用いる

ことを想定して策定する。 
 
 
※ SXF のファイル形式には、P21 形式と SFC 形式がある。P21 形式は、国際標準である ISO 規格に準拠し

たものである。異なる CAD ソフト間においてもデータ交換が可能なように、描画要素に特化したデータ構

造を用いている。SFC 形式は、国内向けの簡易な形式で、国際規格に準拠したものではないが、P21 形式よ

りもファイル容量が小さくて済む。 
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3.1.2 ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）の構成（目次） 

ＣＡＤ製図基準（案）は、水道事業体が施行する調査・設計委託及び工事において、Ｃ

ＡＤ図面を作成する際の基本事項について、国土交通省が定める電子納品関係要領（案）

及び基準（案）（以下「要領・基準」という。）等に準拠するとともに、水道事業体におけ

る運用について提案するものである。 
 
※国土交通省では一般土木分野の他に、機械分野、電気分野及び官庁営繕事業（建築）

の要領・基準が個別に策定されている。水道事業体における電子納品を混乱なく円

滑に実施するため、上記要領・基準を基本に一本化し、土木分野、建築分野、機械

分野及び電気分野の電子納品に対応できるものとした。 
 
なお、作成にあたっては、東京都水道局の「ＣＡＤ製図基準」「ＣＡＤ製図基準運用ガ

イドライン」を参考にした。 
ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）の目次をそれぞれ次に示す。 

 
 
上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）  － 目 次 － 

1 総則 
（1-1 適用範囲／1-2 対象工種／1-3 図面表記方法／1-4 図面様式／1-5ＣＡＤデータの

作成／1-6 成果品／1-7 測量データに関する取扱い） 
 
2 図面種類一覧 
（2-1 水道管路／2-2 土木／2-3 建築／2-4 建築機械設備／2-5 建築電気設備／2-6 機械

設備／2-7 電気設備） 
 
3 レイヤ一覧 
（3-1 水道管路／3-2 土木／3-3 建築／3-4 建築機械設備／3-5 建築電気設備／3-6 機械

設備／3-7 電気設備） 
 
付属資料 
（表示記号（例）／図面管理ファイルの DTD／図面管理ファイルの XML 記入例） 
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上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）運用ガイドライン（案）－ 目 次 － 

第 1 編 共通編 
1  上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）運用ガイドライン（案）の位置付け 

（1-1 目的／1-2 用語の定義／1-3 参考とするウェブサイト） 
2  ＣＡＤデータ 

（2-1ＣＡＤデータ運用の流れ／2-2ＣＡＤデータのファイル形式／2-3SXF(P21)形式

で作成する際の大容量データに関する留意事項） 
 
第 2 編 調査・設計委託編  
3  ＣＡＤデータ作成上の留意事項 

（3-1 業務中の受渡し図面ファイル形式／3-2 調査成果データの利用上の留意点／3-3
ＣＡＤデータ作成に際しての留意事項） 

4  設計業務における電子成果品の作成 
（4-1フォルダの構成／4-2電子成果品の作成に関する留意事項／4-3図面管理項目／

4-4ＣＡＤデータの確認） 
 
第 3 編 工事編 
5  ＣＡＤデータ作成上の留意事項 

（5-1 発注図面の作成／5-2 図面の電子納品に関する考え方） 
6  施工中のＣＡＤデータの取扱いにおける留意点 
7  工事における電子成果品の作成 

（7-1 データの格納方法／7-2ＣＡＤデータの確認） 
 
第 4 編 参考資料  
8  参考資料 

（8-1ＣＡＤデータ交換標準(SXF形式)の概要／8-2施工時のＣＡＤデータ取扱いに関

する事例（参考）） 
 
 

 

4 5



 5

3.1.3 ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）の適用範囲 

ＣＡＤ製図基準（案）及び運用ガイドライン（案）は、ＣＡＤソフトウェアを利用した

上水道施設に係わる製図を行う際のデータ作成に適用する。 
ＣＡＤデータを保存するファイル形式は，ISO 10303-202:1996 のサブセットとして規定

された SXF 仕様（P21）とする。一時的なデータ交換のために使用する場合は関係者相互

に認めた SXF 仕様以外のファイル形式を用いてもよい。また、各事業体で使用するＣＡＤ

ソフトウェアのオリジナルファイル形式も加えて納入することとしてもよい。 
なお、対象工種は次表のとおりである。 
 
 

工 種 概要 

水 道 管 路 配管又は管路 

土 木 浄水場・配水池・ポンプ所 等（土木） 

建 築 浄水場・配水池・ポンプ所 等（建築） 

建 築 機 械 浄水場・配水池・ポンプ所 等（建築機械）

建 築 電 気 浄水場・配水池・ポンプ所 等（建築電気）

機 械 浄水場・配水池・ポンプ所 等（機械） 

電 気 浄水場・配水池・ポンプ所 等（電気） 

 
 
3.1.4 策定依拠 

・ＣＡＤ 製図基準(案)：平成 20 年 5 月【国土交通省】 
・ＣＡＤ 製図基準に関する運用ガイドライン(案)：平成 21 年 6 月【国土交通省】 
・土木ＣＡＤ 製図基準(案)：平成 17 年 12 月【(社)土木学会】 
・ＣＡＤ 製図基準：平成 20 年 9 月【東京都水道局】 
・ＣＡＤ 製図基準運用ガイドライン：平成 20 年 9 月【東京都水道局】 
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3.2 ＣＡＤシステム及び電子納品制度の導入状況と課題 
ＣＡＤ製図基準（案）等のとりまとめと並行して、水道事業体のＣＡＤシステム及び電

子納品制度の導入状況等についてのアンケート調査を全国の水道事業体に行った。その結

果に基づき、これらの導入状況、課題及び対応策を整理した。なお、本節に示す導入状況

調査結果については、主な項目をＣＡＤシステム８項目、電子納品１５項目にとりまとめ

たものであり、全調査結果については巻末資料に示す。 
 
 
3.2.1 アンケート調査概要 

アンケートは、日本水道協会理事 79 事業体を対象に行い、76 事業体から回答を得た。

事業体規模の内訳は、給水人口 5 万人以上～25 万人未満が 19 事業体、25 万人以上が 57 
事業体である。設問数は 57、設問内容は次のとおりである。 

 
 
水道事業体におけるＣＡＤ利用の現状 

大項目 設問内容 

１．ＣＡＤについて ＣＡＤ導入状況・研修実施状況・データ

形式・基準整備状況・問題点等 

２．維持管理における 

ＣＡＤデータの利用について 
データ利用形態・入力方法・問題点等 

 
水道事業体における電子納品の現状 

大項目 設問内容 

３．電子納品について 
実施状況・対象工事範囲・問題点等 

４．水道事業における 

今後の電子情報利用について 
意見・要望等 
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3.2.2 水道事業体のＣＡＤシステム導入状況等（アンケート調査結果より） 

※全調査結果については巻末資料参照。 
１．ＣＡＤの導入状況及びソフトの種類 

（質問４「ＣＡＤ導入」、質問６「ソフト種類」より） 

・ソフトを導入している事業体数は多いが（導入：７５事業体／調査対象７６事業体）、導

入ソフトは事業体によりさまざまであり、一つの事業体内で複数使用しているところもあ

る。 

導入しているＣＡＤソフトの種類（回答：ＣＡＤ導入７５事業体） 

Ａ-ＣＡＤ （２６％） 

Ｂ-ＣＡＤ （１３％） 

Ｃ-ＣＡＤ （８％） 

Ｄ-ＣＡＤ （７％） 

Ｅ-ＣＡＤ （７％） 

その他-ＣＡＤ計 （１５％） 

複数使用 （２４％） 

 

 

２．ＣＡＤの導入のメリット 

（質問１４「メリットがあったか」より） 

・ＣＡＤ導入７５事業体のうち、９割（６７事業体）でＣＡＤ導入により「メリットがあ

った」と回答している。 

「メリット」の内容、上位５つ 

（回答：メリット有りと回答の６７事業体、複数回答可能） 

図面作成の効率化（４６％）、 

管理性・閲覧性の向上・省スペース化（３４％）、 

積算との連動等による設計時間の短縮（２８％）、 

図面のやりとり・協議の迅速化（１０％）、 

図面の再利用（７％）、製図レベルの統一（７％） 

 

 

３．研修について 

（質問１８「研修の実施」、質問２０「研修講師」より） 

・ＣＡＤソフト使用方法の研修をＣＡＤ導入事業体の約半数で実施している。研修講師は

「外部講師」が研修実施３７事業体の８割となっている。 
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ＣＡＤ研修（ＣＡＤ導入済み７５事業体対象） 

実施 （４９％）  （３７事業体） 

未実施 （５１％） 

 

研修講師、上位３つ（回答：研修実施３７事業体） 

外部講師（８０％） 

ＣＡＤソフト委託先（８％） 

事業体職員（過去の受講者）（３％） 

 

 

４．ＣＡＤシステム運用上の問題点 

（質問７「ソフトの問題点」、質問１５「運用上の問題点」、質問２２「研修上の問題点」

より） 

・ＣＡＤシステムの運用に際し、システムの維持管理、機器費、研修等付随する課題に苦

慮している状況がうかがえる。 

（「困っていること」の内容、各上位３つ） 

ソフト（回答：３５事業体） 

互換性確保（４２％） 

保守管理費用（２０％） 

操作が難しい（９％） 

 

運用上（回答：５８事業体、複数回答可能） 

教育方法（５０％）、 

ソフトや機器の維持管理費用（３１％）、 

互換性（６％） 

 

研修上（回答：１６事業体） 

レベル設定（２５％）、外部講師費用（２５％） 

研修時間の確保（１９％） 

 

 

５．ＣＡＤ利用状況 

（質問２３「利用業務」より） 

・業務におけるＣＡＤデータの利用業務は次表の順となっている。 
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ＣＡＤデータ利用業務、上位３つ 

（回答：ＣＡＤ導入済み７５事業体、複数回答可能） 

図面作成１００％、 

工事中資料作成等７７％、 

完成図作成修正４８％ 

 

（質問２４「ＣＡＤデータ利用分野」より） 

・ＣＡＤ利用分野は次表の順となっている。 

ＣＡＤデータ利用分野 

（回答：ＣＡＤ導入済み７５事業体対象、複数回答可能） 

管路（９６％） 

土木施設（６１％） 

電気機械設備（５７％） 

建築（４９％）、建築設備（４９％） 

給水管（３７％） 

 

 

６．工事設計体制について 

（質問２５「工事設計体制」より） 

・ＣＡＤ利用分野の工事設計体制は事業体により差がある。（直営～全面委託） 

工事設計体制、上位４つ（全７６事業体対象） 

直営中心（３１％） 

大規模・特殊・重要・施設 等は委託（２５％） 

委託中心（２１％） 

測量以外直営（８％） 

 

 

７．製図基準の制定状況について 

（質問２６「製図基準」、質問２８「ＣＡＤ製図基準」より） 

・全７６事業体のうち、製図基準、ＣＡＤ製図基準の制定状況は次表のとおりである。 

製図基準、ＣＡＤ製図基準の制定状況 （全７６事業体対象） 

製図基準を定めている（８１％）  （／７６事業体） 

ＣＡＤ製図基準を定めている（４５％）  （／７５事業体） 
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（質問２９「ＣＡＤ製図基準制定項目」より） 

・ＣＡＤ製図基準を制定している３４事業体における、基準制定項目は次表の順となって

いる。 

ＣＡＤ製図基準制定項目、上位６つ   

（回答：３４事業体・複数回答可能） 

マーク・シンボル（９１％） 

ファイルデータ形式（５６％） 

線の太さ（４７％） 

線の色（４１％） 

レイヤー構成（３２％） 

ファイル名の付け方（３２％） 

 

 

８．ＣＡＤデータの利用状況について 

（質問３１「管路・維持管理利用」質問３２「施設・維持管理利用」より） 

・管路ＣＡＤデータの利用（維持管理システム等）、施設ＣＡＤデータの維持管理への利用

は、どちらも全７６事業体の約３割にとどまっている。 

 ＣＡＤデータを利用しているか（全７６事業体対象） 

管路（３２％） 

施設（３３％） 

 

施設ＣＡＤデータの利用方法、上位４つ（回答：２５事業体） 

サーバーに保管し参照（２８％） 

図面管理システム等で管理（１６％） 

マッピングシステムに保管し閲覧（１２％） 

画像データとして保存参照（８％） 

 

（質問３３「データ入力主体」より） 

・管路ＣＡＤデータを利用している事業体（２６事業体）での、システム等へのデータ入

力は委託によるものが半数（１４事業体）である。 

システム等へのデータ入力主体（回答：２６事業体） 

委託（５４％） 

直営（３８％） 
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（質問３４「データ入力方法」より） 

・設計、工事等に用いたＣＡＤデータをマッピングシステム等で利用している事業体のう

ち、完成図等から維持管理システム等への入力方法は、約１／３が「画像データとして取

り込む」との回答となっている。 

システム等へのデータ入力方法、上位３つ（回答：２６事業体） 

画像データとして取り込む（３４％） 

一部自動＋追加情報を手入力（３１％） 

手動でマッピング用にデータ形式変換（１９％） 
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3.2.3 水道事業体のＣＡＤシステム利用・運用上の課題と対応策 

アンケート調査の結果から、ＣＡＤシステム利用・運用上の課題、問題点について、 
①操作性、②再利用・互換性、③利用拡大と業務効率化、④費用・維持、⑤教育 

という５つの面から、対応策も含め、次表のように整理した。 

項
目 

利用・運用上の課題 現状の問題点 対応策 

①
操
作
性 

・操作性の向上 ・操作が難しい。習熟に時

間と費用がかかる 

・ソフトの操作性が悪い 

・独自機能が多く操作が難

しい 

 
・ソフトが重く動作が遅い

・ソフトの動作が不安定 

・誤作動を起こす 

・文字化け、表示できない

といった事象の発生 

・ソフトの動作不安定、エ

ラー発生 

 
・フリーソフトの使用によ

り、できることに限界があ

る 

・ソフトにより利用の拡張

が困難 

 

・他のソフトと操作性を比較

し、操性が悪い場合にはソフ

トの移行も検討する。また事

前に十分情報を収集する。 

 

 

・事前に情報を収集し、パソ

コン機種選定段階で十分に検

討する。ソフトに見合ったパ

ソコンの性能をソフト導入前

に調査する。 

・必要に応じ、パソコンのア

ップグレードを検討する。 

 

・図面作成業務等に支障を生

じる場合には、そのまま放置

するのではなく、早期にソフ

トのアップグレードや変更を

検討する。 
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②
再
利
用
・
互
換 

・製図基準、運用基準の

整理による再利用性の向

上 

 

 

 

 

 

 

 

・ソフト間のデータ互換

性確保 

 

 

 

・異なる事業体間でもあ

る程度の統一性の確保

（災害対応・広域化等の

観点からレイヤ、シンボ

ル、ファイル名称、ファ

イル形式等） 

 

・水道としてのＣＡＤ統一

ルールがない（製図基準、

運用基準［保存ファイル形

式、ファイル名称、シンボ

ル等］） 

・レイヤの使い方が統一さ

れておらず、作図やデータ

再利用上の支障となってい

る 

 
・ソフトの互換性がない（ソ

フトをバージョンアップし

た場合の旧データや、異な

るソフト間等） 

 
・各事業体で異なるソフト

を利用しており、ソフトの

統一が困難。シンボルの統

一も現時点では困難であ

る。 

・データ形式等の統一を進

めた場合、既存のデータ形

式が利用できなくなる（紙

も含め） 

・基準案の策定、事例の蓄積

と共有（管路と施設など、目

的別に保管データの形式は異

なってもよい［SXF と TIFF

等］） 

・レイヤ使用基準の統一を図

る 

 

 

 

・共通ファイルフォーマット

形式（SXF）への習熟 

 

 

 

・共通ファイルフォーマット

形式（SXF）への習熟 

・将来的なシンボルの統一の

ために、標準（案）を定める。

 

・既存データも簡易にデータ

化し（スキャン等）、同じシス

テムの中で閲覧できるように

することで利用の効率化を図

る（次の更新時にはＣＡＤデ

ータを作成） 

 

項
目 

利用・運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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③
利
用
拡
大
と
業
務
効
率
化 

・ＣＡＤを用いた業務モ

デルの確立（管路・施設

それぞれ） 

・利用範囲の拡大（業務

分野）、及び分野相互のデ

ータ連携 

・費用がかかることから、

採用を決断できない。 

・一度システムが稼働する

と、費用の面でも利用者教

育の面でもシステムの変更

が困難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自らの事業体に合わせた

独自ソフトを使用したい

が、互換性、保守費用など

の面で問題が多い。 

・事業体間で協力し、事例を

共有し、自らの事業体におけ

る参考とする。 

・将来を見通した上で、最も

費用対効果のありそうなもの

から小さく始める。 

・各事業体内での使用ソフト

の統合、統一ソフトの選定、

費用対効果の算定（作業性、

作業人員数）、現状の図面の取

扱い等の整理。 

・管路工事の設計積算につい

ては、ある程度パターン化さ

せることが可能なことから、

ＣＡＤ製図から数量計算およ

び積算までを自動化して設計

積算の効率化を図り、老朽管

路の大量更新時代に備えるこ

とが有効。 

 

・汎用ソフトの利用。 

・独自ソフトやシステム構築

を検討する前に、業務方法の

見直しによる対応が可能か検

討。 

・やむを得ず独自ソフトを開

発する場合は、互換性、技術、

費用対効果の検討が必要。 

 

項
目 

利用・運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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④
費
用
・
維
持 

・ソフト、機器の維持管

理費用の低減化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ソフトやシステムの定

期的な更新、維持管理 

 

 

 

 

・システムの維持管理性

の向上 

・システムの維持管理に費

用がかかる（システムのメ

ンテナンス、データ変換、

研修、ソフトのバージョン

アップやライセンス料、機

器の更新・保守管理等） 

 
・設計積算システムと一体

導入のため、ＣＡＤ単独の

更新等が困難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・日常業務が忙しく、シス

テムを維持管理する時間が

確保できない。 

 

 

 
・積算システムは改訂に時

間を要し、費用も大きい。

さらに、陳腐化しやすい。

 

・導入に際し、事前の調査が

重要。（小さく部分的に始める

ことができるか、その後の拡

張性や継続性に問題がないか

等も重要な視点） 

・保守管理費用、ソフト費用、

ライセンス料について、他の

ソフトと比較に基づく相対的

なコストの把握 

・必要に応じ、ソフトの変更

等も考慮 

・バージョンアップの必要性

の検討（アップグレードやバ

ージョンアップは、即対応し

なければならないということ

ではないと考えられるので、

ＣＡＤ使用上の問題点を整理

し、費用対効果等を勘案しな

がら、計画的に行う） 

・パソコン更新時に使用ソフ

トを統合しバージョンアップ

費用を抑える。 

 

・システム管理担当者を定め、

保守を重要な業務の一つとし

て位置づける。 

・ソフト、機器の更新計画の

策定と実施。 

 

・システムの維持管理につい

て、直営と委託を比較検討す

るなど、より効率的な管理方

法を検討する。 

・製図積算一体ソフトを導入

する場合は、そのメリットを

検討する。 

項
目 

利用・運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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⑤
教
育 

・研修、教育の充実（操

作技能等のレベル向上） 

 

 

 

 

・職員への教育方法の改

善（短時間で使えるよう

なカリキュラム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教育費の低減（研修、

教材等） 

・職員への教育方法（操作

方法等）が未確立（何をど

う教えれば良いかがわから

ない） 

 

 
・外部研修が必ずしも利用

する分野にあったカリキュ

ラムでない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 
・内部研修を行える講師の

不足、日常業務との兼ね合

いにより招集が困難 

 

 

 

 

 

 
・教えられる者がおらず、

外部研修を利用せざるを得

ない。 

 

・初期には外部研修を利用 

・内部研修講師の育成 

・必要とする技術に適合した

テキストの作成、研修計画の

策定。 

 

・外部研修は、必要とする技

術に適合した研修メニューを

選定。 

・全員に必要か、内部研修指

導員育成か、目的に応じた研

修内容を選定する。 

・外部・内部研修の併用する

場合には、研修目的により、

選定基準を設ける。 

 

・研修計画の策定、中長期的

視点に立って組織全体のＣＡ

Ｄ操作技術の向上を図る（カ

リキュラム及びテキストの作

成、研修期間、指導員の育成、

研修対象職員、研修人員（年

間、１回当たり）、研修回数）

 

 

・内部講師の育成 

・勉強会の開催 

 

 

 

 
 
 
 
 

項
目 

利用・運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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3.2.4 水道事業体の電子納品実施状況等（アンケート調査結果より） 

※全調査結果については巻末資料参照。 

１．電子納品の実施状況について 

（質問３５・３６「実施状況」より）  

・電子納品を実施しているのは、全調査事業体のうち７２％（５５／７６事業体、表の網

掛け部分）である。 

・電子納品を実施している割合は、工事案件よりも委託設計案件の方が少し多い。 

・一部実施（条件つき）、または一部試行中における選定基準として、一定の金額設定や独

自の運用指針などが挙げられている。 

                          事業体数（%） 

    設計委託成果品 

工事完成図書 

実施 一部 

試行 
未実施 

計 

全て 条件付き

実施 全て 12（16％） - -  1（ 1％） 13（17％）

条件付き -  7（ 9％） - -  7（ 9％）

一部試行  5（ 7％） - 14（18％）  3（ 4％） 22（29％）

未実施  9（12％） -  4（ 5％） 21（28％） 34（45％）

計 26（35％）  7（ 9％） 18（23％） 25（33％） 34（100％）

 

（質問３７「実施分野」より） 

・電子納品実施分野は、次表の順となっている。 

電子納品実施分野（回答：電子納品実施５５事業体・複数回答可能） 

管路施設（７５％） 

土木施設（６４％） 

電気・機械設備（６２％） 

調査・計画業務（６２％） 

建築物（６０％） 

建築（電気・機械）設備（５８％） 

測量業務（５８％） 

地質調査業務（５１％） 

給水管（２４％） 

 

 

２．標準フォーマット（SXF）の採用状況について 

（質問３８「SXF ファイル形式の採用」より） 

・標準フォーマット（SXF ファイル形式）を採用している事業体はＣＡＤ導入７５事業体中
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３２％、未採用の事業体は３６％である。未済用の主な理由は次表のとおりとなっている。 

標準フォーマット未採用理由、上位４つ （回答：２７事業体） 

特に理由はない（２９％） 

従来のシステムで利用できないため（１９％） 

標準フォーマット未制定のため（１５％）、未対応ソフトのため（１５％） 

特に必要性を感じない（７％） 

 

 

３．電子納品のファイル形式について 

（質問３９「委託成果図面の納品形態」より） 

・委託成果図面の納品形態は、次表のとおりである。 

委託成果図面の納品形態、上位４つ（全７６事業体対象・複数回答可能） 

紙やトレーシングペーパー（８０％） 

ＳＸＦ以外のＣＡＤデータ（６８％） 

ＰＤＦ（４３％） 

ＳＸＦ（２５％） 

 

（質問４０「工事完成図の納品形態」より） 

・「紙やトレーシングペーパー」以外の電子データによる納品の割合が、前問結果の設計委

託案件における成果品と比べて少なく、電子データが、工事完了後よりも設計完了後で活

用されていることが多い。 

工事完成図の納品形態、上位４つ（全７６事業体対象・複数回答可能） 

紙やトレーシングペーパー（９１％） 

ＳＸＦ以外のＣＡＤデータ（４２％） 

ＰＤＦ（２１％） 

ＳＸＦ（１８％） 

 

 

４．電子納品対象について 

（質問４１「電子納品対象」より） 

・他の業務に活用することが多い図面や、紙データでは膨大な量となる写真を対象として

いる割合が多い。 
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          電子納品対象、上位７つ 

（回答：電子納品実施５５事業体、複数回答可能） 

図面（８７％） 

写真（６７％） 

報告書（６２％） 

数量計算書（６０％） 

構造計算書（５６％） 

測量成果簿（４９％）、試験データ（４９％） 

ボーリングデータ（４７％） 

 

 

５．電子納品開始時期について 

（質問４２「開始時期」より） 

・６年以上前から電子納品を実施していた割合が多いのは、工事写真等のデータをＣＤ－

Ｒ等により納品させていたケースが多く含まれていることも考えられる。 

開始時期、上位３つ （回答：５５事業体） 

６年以上前（５３％） 

５年前（１３％） 

２年前（９％）、３年前（９％） 

 

 

６．図面の納品ファイル形式について 

（質問４３「納品ファイル形式」より） 

・電子納品における図面の主な納品ファイル形式については、質問４０や４１の結果と比

べて、「ＳＸＦ」と回答している割合が多い。 

・工事写真については「ＪＰＥＧ」、その他報告書や調査データ等については「ＰＤＦ」と

いう回答が大半を占めている。 

委託成果図面、上位５つ （回答：４４事業体） 

ＳＸＦ（３４％） 

ＤＸＦ（２７％） 

ＤＷＧ（２３％） 

ＰＤＦ（９％） 

ＴＩＦＦ（５％） 
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 工事完成図面、上位４つ  （回答：３９事業体） 

ＤＸＦ（２８％） 

ＳＸＦ（２７％） 

ＤＷＧ（２１％）、ＴＩＦＦ（２１％） 

ＰＤＦ（３％） 

 

 

７．運用費用について 

（質問４４「電子納品年間運用費用」より） 

・国土交通省電子納品チェック支援ソフトの購入・リースや電子納品の成果品を保存する

サーバーを確保など、電子納品に係る運用費用をかけている事業体数は、回答のあった２

０事業体のうち、１１事業体（４５％）となっている。 

年間運用費用、上位４つ  （回答：２０事業体） 

なし（４５％） 

１００万円以下（２０％） 

３００万円以下（１０％）、５００万円以下（１０％） 

400 万円以下（５％）、1000 万円以下（５％）、2000 万円以下（５％） 

 

 

８．電子納品の基準類について 

（質問４５「仕様書・ガイドライン」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、仕様書やガイドラインを自ら定めている事業体は約半

数である。 

仕様書やガイドラインの制定 （回答：５５事業体） 

事業体自ら定めている（４９％） 

特に定めていない（２７％） 

国、その他機関のものを準用（１１％） 

上位自治体等（市等）が作成したものを準用（９％）

契約毎に定めている（２％） 

 

 

９．電子納品の媒体について 

（質問４６「データ媒体」より） 

・電子納品実施５５事業体における、納品の際のデータ媒体は、「ＣＤ、ＤＶＤ」が９割以

上占めている。 
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納品の際のデータ媒体  （回答：５５事業体） 

ＣＤ、ＤＶＤ（９２％） 

MO,CD,DVD（２％）、USB,CD,DVD（２％） 

特に定めていない（２％） 

 

 

１０．電子納品成果品の保管形態について 

（質問４７「保管形態」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、提出データの保管状況は、書庫や書棚が７割、サーバ

ー等が３割となっている。 

提出データの保管形態、上位６つ （回答：５５事業体） 

職場の書棚、書庫等にＣＤ、ＤＶＤを保管（７１％） 

職場のサーバーに保管（１１％） 

サーバー並びに書棚、書庫（７％） 

サーバーに概要のみ保管（２％） 

一つのＰＣに保管（２％） 

職場のサーバー＋遠方にバックアップ（２％） 

 

 

１１．成果品チェックについて 

（質問４８「成果品チェックの方法」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、電子納品のチェック方法は次表のとおりである。 

成果品チェックの方法、上位５つ （回答：５５事業体） 

電子納品チェックリスト等はなく、通常の納品物と同様（４１％） 

特にチェック方法は定めていない（２５％） 

事業体の電子納品チェックリスト等（１１％） 

国交省以外のチェック支援ソフト（１０％） 

国交省の電子納品チェック支援ソフト（９％） 

 

 

（質問４９「成果品チェックで困っていること」より） 

・成果品チェックで困っていることがあると回答した事業体は、電子納品実施５５事業体

のうち１４事業体（２５％）となっている。 
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困っていることがあるか （回答：５５事業体） 

ない（７１％） 

ある（２５％） 

 

困っている内容、上位３つ （回答：１４事業体） 

・ＣＡＤや電子納品基準がなくチェックできない（２９％）、 

・手間や時間がかかる（２９％） 

・独自ルールにより国のチェック支援ソフトが使えない（１４％）、 

・すべてチェックしきれない（１４％） 

対応者に知識が必要（７％）、文字化け（７％） 

 

 

１２．電子納品のサーバーについて 

（質問５０「サーバー容量」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、電子納品のためのサーバーのない事業体が３割程度と

推定できる。 

サーバー容量、上位５つ  （回答：５５事業体） 

サーバーなし（２７％） 

１００ＧＢ以上５００ＧＢ未満（１８％） 

１０００ＧＢ未満（１５％） 

１０ＴＢ未満（９％） 

ＣＤ保管のみ（５％） 

 

 

１３．電子成果品の活用状況について 

（質問５１「電子成果品の活用状況」より） 

・電子納品を実施している事業体においても、約４割の事業体は電子成果品データを十分

に活用していない。 

電子成果品の活用状況、上位４つ  （回答：５５事業体） 

積極的に活用はしていない（日常すぐに閲覧できる状態にない）（３８％） 

電子納品専用のシステムはないが、データは活用している（２９％） 

マッピングシステムに一元保存し、活用している（１６％） 

電子納品専用のシステムにより活用している（４％） 
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（質問５２「活用のための保管ファイル形式」より） 

・電子納品データを活用していると回答した事業体のうち、保管ファイル形式を聞いたと

ころ、竣工図では、ＣＡＤが約２／３、ＴＩＦＦが約１／３となっている。設計図ではＣ

ＡＤデータ、検討書ではＰＤＦ（又はＷｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ形式）で保管している事業体

が多い。 

（保管ファイル形式） 

 

竣工図  （回答：２４事業体） 

ＴＩＦＦ（３７％） 

ＤＷＧ（２９％） 

ＳＸＦ（２１％） 

ＤＸＦ（１３％） 

 

設計図  （回答：２３事業体） 

ＤＷＧ（３９％） 

ＤＸＦ（３５％） 

ＳＸＦ（２２％） 

ＰＤＦ（４％） 

 

検討書  （回答：１６事業体） 

ＰＤＦ（５６％） 

Ｗｏｒｄ（２５％） 

Ｅｘｃｅｌ（１３％） 

ＴＩＦＦ（６％） 

 

 

 

１４．電子データのバックアップについて 

（質問５３「バックアップ実施状況」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、電子納品データのバックアップを行っていない事業体

は約７割ある。   

バックアップを行っているか （回答：５５事業体）  

行っていない（６７％） 

行っている（２９％） 

22 23



 24

 

 

バックアップ方法  （回答：１６事業体） 

手動（３７％） 

自動（１９％） 

委託（１３％） 

ＣＤを複数枚提出（６％）、自動及び手動（６％）、手動及び委託（６％） 

 

 

１５．電子納品運用上の問題点について 

（質問５４「電子納品運用上困っていること」より） 

・電子納品実施５５事業体のうち、２９事業体（５３％）が「困っていることがある」と

回答しており、その内容は次表のとおりである。 

困っていること、上位３つ （回答：５５事業体） 

職員の教育が追いついていない（４９％） 

システム維持管理費用が大（１５％） 

成果品の活用方法がわからない（９％）、統一基準がない（９％） 

 

 

（質問５５「未実施理由」より） 

・電子納品未実施の２４事業体のうち、「必要性がない」を除いた残りの約７割の事業体は、

条件が整えば実施に向かう可能性がある。 

未実施理由 （回答：２４事業体） 

予算がない（２９％） 

必要性がない（２５％） 

知識のある者がいない（１７％）、導入検討中（１７％） 

体制が整っていない（４％）、工事業者にＣＡＤ製図能力が

ない。検討中ではある（４％）、統一した基準がなく業者が

対応できない（４％） 
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3.2.5 水道事業体の電子納品運用上の課題と対応策  

アンケート調査結果から、電子納品運用上の課題、問題点について 
①円滑化・検査、②標準・互換、③紙データの扱い、④業務効率化、⑤費用、⑥教育 
という６つの面から、対応策を含め、次表のように整理した。 

項
目 

電子納品運用上の課題 現状の問題点 対応策 

①
円
滑
化
・
検
査 

・電子納品の円滑な実施 

・職員の知識向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・チェック時間の短縮化

（チェック項目の整理） 

・電子納品成果品を用い

た検査方法の確立 

 

 

 

 

 

 

 

 
・紙媒体の取扱いの整理、

整合性の確保 

・ルールが未制定でありデ

ータが不統一 

・読み込みソフトが異なる

ため文字化けしてしまう 

・電子データ納品の範囲が

整理されていない 

・バックアップ方法が未制

定 

・発注者側のＣＡＤソフト

の環境が整っていない。 

・ＣＡＤソフトが未統一 

・対応者に知識が必要 

・チェックに時間を要する。

紙媒体より手間がかかる 

・全てのチェックは不可能

・ウイルスチェックや工事

概要チェックが困難 

・独自の基準がなくチェッ

クできていない 

・国の基準準拠だが事業体

の独自ルールによるエラー

発生 

 

 
・紙媒体との整合作業に手

間取る 

・電子データのみでは成果

品の確認閲覧に時間を要す

る為、紙媒体を使用せざる

を得ない 

・今回策定する新たなＣＡＤ

製図基準（案）の適切な運用

・国土交通省が定めている要

領・基準との適合性の整理 

・施工中の発注者と請負者の

日常のやり取りを、電子的に

行う。 

 

 

 

 

 

・電子納品の検査チェックリ

ストの策定等による電子納品

成果品チェックの単純化 

・国土交通省のチェックソフ

トの円滑な運用(チェックソ

フトのエラー対応ルールの策

定) 

・利用形態を踏まえた成果品

チェック重点項目の整理 

・チェックの効率化を図るた

めの紙媒体利用について検討

する。 

・原則紙の提出は行わず、Ｃ

ＡＤファイルから直接出力さ

せた印刷用ＰＤＦファイルを

一緒に提出させる、等） 

24 25



 

 26 

②
標
準
・
互
換 

・異なる事業体間でもあ

る程度の統一性を確保す

ること（災害対応・広域

化等の観点から。ファイ

ル形式、シンボル等） 

・ＣＡＤファイル形式の

共存の模索、もしくは統

一化、標準化 

・電子納品の図面データと

して、ＳＸＦファイル形式

よりも、別の形式（ＤＷＧ、

ＤＸＦ等）で納品、または

併用で納品されているケー

スが多い。 

・ＤＷＧ、ＤＸＦ等の方が、

汎用性が高いと判断されて

いるケースが多い。 

・標準フォーマットのうち、

ＳＸＦ（Ｐ２１）について

は、データ容量が大きいた

め、他の形式も併せて納品

されている場合がある。 

 

・標準フォーマット利用を原

則とし、必要に応じて補助的

に、別途、事業体独自形式で

の納品ルールを制定する等。

③
紙
デ
ー
タ
の
扱
い 

・電子納品の成果品にお

ける紙データの取り扱い

の整理 

 

・電子と紙の両方を納品し

ているケースが多い。オリ

ジナルデータが紙データの

場合、ＰＤＦ化等を行い、

電子データとして納品扱い

としているが、実際は紙デ

ータも併せて納品している

場合が多い。 

・従来の方法を踏襲し、完

成検査において、紙データ

を使用している場合があ

る。 

 

 
・あえて電子データ化しな

くてもいい成果品（押印さ

れている資料等）への対応

が未整理。 

・データ保持の冗長性を考慮

し、紙媒体の位置付けを整理

することも必要。 

・効率性を考慮し、電子納品

の成果品における紙データの

必要性を整理。 

・電子データ利用推進による

業務効率化の観点からは、電

子成果品を正とし、そこから

のＰＤＦファイルの出力、そ

れを印刷した紙データである

ことを確認するといったこと

が必要。 

 

・納品対象物のルール制定に

おいて明確に整理する。（納品

対象としない、もしくはスキ

ャンデータを納品、等。） 

 

項
目 

電子納品運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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④
業
務
効
率
化 

・電子納品成果品活用に

よる業務効率化。（電子デ

ータを次の発注業務、数

量計算、積算、参照等に

活用） 

・成果品の効果的な利用分

野、方法が見いだせていな

い（本格導入には費用もか

かる為、躊躇している状況）

・ＣＤ－ＲやＤＶＤ等でデ

ータを受け取り、書棚等に

保管するのみで、維持管理

や施設更新作業への活用が

されていない場合が多い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・対応できない請負業者が

いる 

 

・設計や維持管理の現状の整

理、分析 

・市など上位組織に合わせる

のではなく、水道事業として

電子納品行うにあたっての必

要性（必要分野、必要データ、

形式等）の検討と整理。 

・効果的な利用分野、利用方

法の検討 

・活用のための納品種別、納

品形態の検討 

・事業体間の情報交換、事例

紹介、蓄積（情報共有システ

ムの構築等） 

・マッピングシステム等との

連動の推進 

・電子データの効果的な保管

方法の検討 

・データバックアップについ

てのルールの策定（各事業体

毎） 

 

・業務規模に応じて、ルール

を定める。比較的大きな業務

では義務付けを進める。小規

模なものも、見出し一覧の提

出等、簡単で効果の大きなも

のから協力してもらえるよう

徐々に進める。 

 

項
目 

電子納品運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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⑤
費
用 

・維持管理費用の確保 ・サーバーの確保が困難 

・システムの維持管理費用

が大 

・本格利用に多大な費用が

必要 

 

・事業体としての目的を明確

にする。 

・電子納品（システム）の維

持管理費の精査、費用対効果

の算定と（システム）維持管

理計画の策定 

 

⑥
教
育 

・担当職員に対する教育

（操作方法等）の充実 

・職員教育（操作方法等）

が困難 

・研修時間、費用の確保が

困難 

・はじめから電子納品を複雑

な仕組みにしない。 

・システム構築目的の明確化

と操作要点の明確化。 

・システム管理担当者の任命

・研修計画の策定（カリキュ

ラム及びテキストの作成、研

修期間の設定、指導員の育成、

研修対象職員の選定、研修回

数の設定等）と研修の実施。

 

項
目 

電子納品運用上の課題 現状の問題点 対応策 
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4 まとめ 

 
本委員会では、電子納品制度等導入の進展に伴い、水道事業体からの要望を受け、ＣＡ

Ｄ製図基準（案）の策定、事業体におけるＣＡＤや電子納品の導入状況調査と運用上の課

題のとりまとめを行った。 

 

共通基準の策定にあたっては、ＣＡＤ製図において現在最も利用が進んでおり、基準策

定要請の高い、設計図及び工事完成図におけるＣＡＤ製図基準(案)及びその運用ガイドラ

イン（案）を策定したので、各水道事業体はこれを有効に活用していただきたい。 

 

ＣＡＤや電子納品の導入状況及び運用上の課題を把握するために行ったアンケート調査

の結果からは、ほとんどの事業体で既にＣＡＤソフトを導入していること、電子納品につ

いても調査した全体の約７割の事業体で、何らかの形で実施していることがわかった。問

題点としては、ＣＡＤについては、「操作性」、「互換性確保」、「費用」、「教育」といった面

を上げている事業体が多く、電子納品については、「検査」、「紙データの取り扱い」、「利用

方法」、「費用」、「教育」といった面を上げている事業体が多い。どちらも互換性の確保や

検査方法の確立といった技術的問題点の解消や、有効な活用方法の確立ができないまま、

費用や教育といった運用上の困難を抱えている様子である。 

 

 ＣＡＤ・電子納品本来の目的は、公共事業の各事業段階で利用している資料を電子化し、

共有・再利用することで、「事業執行の効率化」や「品質向上」を実現するものとされてい

る。今後、ＣＡＤデータを維持管理等に有効に活用し、効率的に水道事業を展開していく

ためには、この目的を踏まえ、①ＣＡＤ製図基準（案）の活用によるレイヤ等の統一性の

確保、②事業体間の情報交換・事例の蓄積と共有を進めることが有効と考える。 

 

 より高度な利用の実施に際しては、現状及び将来の業務のあり方を整理し、効率性や将

来性（拡張への対応）、費用対効果等を考慮してＣＡＤシステム等の構築を検討する必要が

ある。なお、電子納品については、ＣＡＤに比べ技術的な課題は少ないことから、早期に

効果的な実施分野や活用方法を検討し、利用に重点をおいたルールを定め、運用を通じて

改善を図ってゆくことが望ましい。 

 

 最後に、今回の委員会の検討結果が各水道事業体の今後のＣＡＤ製図基準の策定や電子

納品制度の導入にあたり参考となることを願うものである。 
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【上水道施設に係わるＣＡＤ製図基準（案）検討専門委員会 委員名簿】 

 

委 員 長 東京都水道局建設部技術管理課長 鈴 木   顯※ 

副委員長 神奈川県内広域水道企業団技術部技術監理課課長補佐 黒 木 信 弘 

委  員 札幌市水道局給水部給水課連絡調整担当係長        西原口 高 大 

〃   盛岡市上下水道局みず管理課主査                    及 川 信 幸 

〃   名古屋市上下水道局計画部技術システム課図面情報第一係長  中 島 真 治※ 

〃   京都市上下水道局水道部配水課配水係長          髙 木 隆 太 朗 

〃   広島市水道局配水部管路設計課専門員           上 神   賢 

〃   福岡市水道局配水部事業調整課管路情報係長        嘉 村 正 秀 

 〃   東京都水道局建設部技術管理課長   齋 藤   昇※※ 

 〃   名古屋市上下水道局計画部技術システム課図面情報第一係長 鷹 見 裕 明※※ 

オブザーバー  

    全国上下水道コンサルタント協会              勝 山 信 春  

          
 
 
【 任 期 】 

 

 ※    ：平成 23 年 8 月～平成 24 年 3 月 

※※  ：平成 24 年 4 月～平成 24 年 8 月 

印なし ：平成 23 年 8 月～平成 24 年 8 月 
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・水道事業体のＣＡＤ利用・電子情報利用等に関するアンケート調査結果 
 
・水道事業体のＣＡＤデータ活用事例等 
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